
2010 年 3 月 15 日 
内閣総理大臣 鳩山由紀夫 様 

国際人権Ａ規約第 13 条の会         
代表 三輪 定宣（千葉大学名誉教授） 

碓井  敏正（京都橘大学教授）  
 

要請 
 
第 174 国会の施政方針演説（1 月 29 日）で鳩山由紀夫首相は、「……すべての意志あ

る若者が教育を受けられるよう、高校の実質無償化を開始します。国際人権規約におけ

る高等教育の段階的な無償化条項についても、その留保撤回を具体的な目標とし、教育

の格差をなくすための検討を進めます。……」と述べられました。わたしたちは、今回

の首相の発言を全面的に支持し、これを心より歓迎いたします。 
ぜひ本国会において、国際人権規約Ａ規約（社会権規約）第 13 条 2 項（ｂ）（c）の

「特に、無償教育の漸進的な導入により」により拘束されない権利に関する「留保」を

撤回することを求めるものです。そして、「無償教育の漸進的導入」のための施策を推

進されることを求めます。 
 
１．2009 年 8 月の衆議院選挙で示された民意 

この間の急激な経済状況の悪化のもとで、格差・貧困問題はよりいっそう深刻化し、

「構造改革」の矛盾は誰の目にも明らかとなりました。先に行われた総選挙では、これ

までの政治のあり方に反省を求める民意が明確に示され、民主党を中心とする政権の発

足につながりました。選挙の争点となり、国民から大きな期待が寄せられたのが、教育

政策であります。政権発足後、政府は後期中等教育（高校教育）の無償化に着手された

のです。 
 
２．国際社会から見直しを迫られる「留保」 
 日本政府は、1979 年に国際人権規約Ａ規約（社会権規約）を批准する際に、上記の

通り「留保」を宣言しました。この審議の際には「留保については諸般の動向をみて検

討すること」が、そして 1984 年 7 月には「諸般の動向をみて留保の解除を検討するこ

と」が、いずれも全会派によって附帯決議されています。 

 以来 30 年間にわたって日本政府は「留保」を続けるだけでなく、「無償教育の漸進的

導入」の理念に逆行する「有償教育の急進的高騰」を進めてきました。このようなもと

で、国際社会からは、「留保」の撤回を求められるところとなっていることは周知の事

実です。  

 しかしながら、昨年 12 月に国連の社会権規約委員会に提出された「政府報告書」で



は、「留保」撤回の意思は示されておりません。国連人権理事会の理事国として、そし

て日本国憲法をもつ国として、早急に是正されなければならないと考えるものです。 

 

３．21 世紀の市民社会にとって不可欠な「無償教育の漸進的導入」 
21 世紀の社会は「知識基盤社会」であると言われます。一握りの優秀な人間をつく

りだし、その者たちが社会を牽引していくのは、「知識基盤社会」ではありません。市

民誰もが豊かな知識を有し、科学的な知識にもとづきながら社会的、人類的な諸課題に

連帯して取り組んでいけるような社会が期待されているのです。 
「知識基盤社会」を実現するためには、高等教育までを含め、誰もが安心して学べる

よう学習権を保障していくことが欠かせません。このことは国際人権Ａ規約第 13 条の

精神とも合致するものです。21 世紀の豊かな市民社会を実現していく上で、高等教育

までを含め「無償教育の漸進的導入」を総合的な施策のもとに、計画的に推進していく

ことが急務となっています。 
 

以上 
 


